
 

 

 

 

 

東京都説明資料（参考） 

 

 

 

資料２（参考） 



都・区市の消費生活センター相談対応と事業者指導等のフロー 東京都消費生活総合センター

情報提供・消費者啓発
内閣府、経済産業省、総務省等国の機関

国への要望
国民生活センター パイオネット 情報提供等普遍化

都消費生活総合センター
＜相談受付＞ ＜相談情報の普遍化＞
・苦情　・問合せ　・要望 メコニス ・ｾﾝﾀｰのﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに相談事例、緊急情報等掲載

（消費生活相談情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ） ・消費者向け啓発ﾎﾟｽﾀｰ、ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等作成
＜回答等＞ ＜処理等＞ ・消費者教育講座等での活用
・法令、関連資料等の情報提供 ・当事者からのヒヤリング ・業界等に業務改善の要請等
・自主解決への助言等 ・関連情報収集・分析 ・関係行政機関へ情報提供
・事業者との交渉あっせん ・専門分野別相談の実施 ・事業者規制部署への通報
・商品テスト、技術的情報提供 ・関係行政機関との連携 ・マスコミ対応等

・電　話 ・他機関紹介等 ・相談アドバイザーの助言
・来　所 ＜事業者交渉＞ ・同種事例検索（メコニスの活用等）
・文　書 ・個別処理、統一処理 ・相談アドバイザー制度

・相談事例集の発行
ｾﾝﾀｰ・ｵﾌﾞ･ｾﾝﾀｰｽﾞとして支援 ・直接電話で相談情報提供

・相談実務メモ等による情報提供
・情報交換会の開催
・職員、相談員対象の研修

都民の消費生活に著しく影響を及ぼし、又は → 付託手続（調整会議）
及ぼすおそれのある紛争

東京都消費者被害救済委員会 ＜委員会処理結果等の普遍化等＞
都内区市消費生活センター ・あっせん、調停 ＜訴訟援助＞

・訴訟援助の適否等について意見 ・都民への周知
他県市町村消費生活センター ・都、区市町村ｾﾝﾀｰ等の相談処理・啓発への

　資料として活用等
消費者団体等の相談機関等

都生活文化局消費生活部取引指導課
＜悪質な事業活動について法令・条例に基づく事業者調査・指導等＞ ＜調査・指導結果等の普遍化＞

・計画的調査、指導結果の情報提供
・都、区市消費生活ｾﾝﾀｰへの情報提供
・業界に法令遵守と取引適正化の要請等

情報の収集（不適正な事業活動の疑い） ・関係行政機関と対応策等の連携
・取り締まり機関への通報
・国へ要望（法整備、法の運用等）

消費生活条例・規則に抵触疑い → 実態調査 調査結果等情報提供 ・マスコミ対応等
業務改善等 立入調査　等
行政措置 是正指導（口頭・文書） → 意見陳述機会の付与 → 勧　告→ 公表

特定商取引法・ｺﾞﾙﾌ場等会員 → 報告徴収 → 弁明機会 → 業務改善指示 → 弁明機会 → 営業停止命令 → 公表
契約適正化法違反の疑い 立入検査 の付与 (文書) の付与

・そ の 他

消 費 者

（ 相 談 者 ）
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事　業　者
・販売会社
・信販会社

取引行為

情報収集・同種事例検索等

＜専門８分野＞
①特定継続的役務（エステ等）
②特定継続的役務（外国語教室）
③内職・代理店・マルチ
④不動産・建築
⑤金融･保険
⑥商品先物
⑦通信・インターネット
⑧運輸･旅行

相談情報直接入力



東京都消費者被害救済委員会事業実績 

＜紛争処理＞                            （平成１５年７月現在） 

 
 

 件    名 処理期間 処理結果 

１ 
医療保険事務講座に関する紛争 51. 6.22 

52. 2.28 
あっせん不調 
(訴訟援助) 

２ 
学習用教材機器（訪問販売）購入契約の解除に関する
紛争 

53. 3.13 
53. 6.22 

あっせん成立 

３ 
布団（訪問販売）購入契約の解除に関する紛争  
 

54. 9.29 
54.12.24 

あっせん成立 
 

４ 
カセット教材（訪問販売）購入契約の解除に関する紛
争 

54. 9.29 
54.12.24 

あっせん成立 
 

５ 
個品割賦購入あっせん契約（小学生用学習教材）にお
ける紛争 

56. 3.27 
56.10.15 

あっせん成立 
 

６ 
同  上 （小学生用学習教材・学習教室） 
 

56. 3.27 
57. 3.19 

あっせん成立 
 

７ 
個品割賦購入あっせん契約等における紛争（家具販売
会社の倒産） 

59. 5. 9 
59. 9.17 

あっせん成立 
 

８ 
会員権契約における為替手形を伴う金銭消費貸借に係
る二重支払請求等紛争 

60.12.17 
61. 8. 7 

あっせん成立 
 

９ 
連鎖販売業（マルチ商法）に係る消費者紛争 62.11.12 

63. 9.19 
あっせん成立 
 

10 
福祉資格関係の教育サービスに係わる紛争 
 

3. 3.14  
3.11.27  

あっせん・調停不調 
   (訴訟援助) 

11 
英会話教室の倒産による関連信販会社との紛争 
  

6．4. 6  
7. 7.26  

信販３社のうち、２社はあっせ
ん成立。１社はあっせん・調停不調。 

12 
進学指導教室の倒産による関連信販会社との紛争 
 

6. 4. 6  
8. 1.11 

あっせん・調停不調 
 

13 
不適正販売業者と加盟店契約をしていた信販会社との
紛争 

8. 1.11  
8.10.24  

信販２社のうち、１社はあっせ
ん成立。１社はあっせん・調停不調。 

14 
外国語会話スクールの中途解約に係る紛争 
 

8.10.24  
9. 6.12  

あっせん成立 
 

15 
絵画（版画等）の販売に係る紛争 
 

9.10.31  
10. 2.20 

あっせん成立 
 

16 
㈱ココ山岡宝飾店倒産に係る大手信販会社との紛争 
 

10. 3.12 
13. 4. 6 

信販３社のうち、２社はあっせ
ん成立。１社は事実上解決。 

17 
呉服販売店「株式会社銀座おゝぎ屋」グループの倒産
に係る信販会社との紛争 

11. 3. 1 
11. 7.12 

申立人３名は合意成立、２名はあ
っせん・調停不調（訴訟援助） 

18 
サイドビジネスとしてのインターネット広告代理店契
約に係る紛争 

12. 7.13 
13. 4. 6 

あっせん成立 
 

19 
エステティックサロン「アロマベール」倒産に係る信
販会社との紛争 

13. 7.24 
14. 3.27 

あっせん成立 
 

20 
高齢者が結んだ屋根補強等の工事契約に係る紛争 
 

13.11.28 
14. 3.27 

あっせん成立 
 

21 
レジャー会員権の契約に係る紛争 
 

14. 5.15 
14.10. 8 

あっせん成立 

22 
床下調湿剤等の契約に係る紛争 
 

14. 9.24 
15. 3.27 

あっせん成立 

23 
連鎖販売取引の解約に係る紛争 14.10.31 

15.5.22 
あっせん成立 
 

24 
メイク落とし洗顔料による身体被害に係る紛争 
 

15.3.27 処理中 

25 
英会話教室『サイバーカレッジ』の閉鎖に伴う信販会
社との紛争案件 

15.3.27 処理中 



東京都消費者被害救済委員会 
 
○ 目 的 
消費生活総合センター等の相談機関に寄せられた苦情・相談のうち、都民の消費生活に著しく影響

を及ぼし又は及ぼすおそれのある紛争について、東京都消費生活条例に基づき設置された知事の付属
機関である東京都消費者被害救済委員会が、「あっせん」や「調停」を行うことにより、公正かつ速
やかな解決を図る。 
また、知事は委員会の意見を聴いて、消費者訴訟に対して訴訟資金の貸付け等の必要な援助を行う。 
 
 

○ 消費者被害救済のしくみ 
１ 紛争処理 29 条 

 
 
○ 委員会への紛争処理付託要件  29 条 
 １ 消費生活総合センター等の相談（苦情処理）機関に寄せられた案件であること。 
 ２ 都民の消費生活に著しく影響を及ぼし、又は及ぼすおそれのある紛争であること。 
 
 
○ 訴訟援助の要件  31 条 
消費生活上の被害を受けた都民が、事業者を相手に訴訟を提起するか事業者に訴訟を提訴された場

合で、次の要件を満たすもの。（知事が特に必要と認める場合は、１の要件は不要） 
１ 訴訟費用が被害額を超え、又は超えるおそれがあるため、自ら訴訟により被害の救済を求める
ことが困難なこと。 

２ 同種被害が多数生じ、又は生ずるおそれがあること。 
３ 委員会の審議に付されていること。 
４ ３月以上引き続き都内に住所を有すること。 

  
 

  
調整会議 

 概要を明ら
かにする 

 

     
付託 30 条 

消費者  消費生活総合センター
等の苦情処理機関 

 知 事  

苦情 
相談 

 
 

都民への周知  結果報告 
審議の経過
及び結果 

   

 

30 条   

 
東京都消費者被害救済委員会 

 
学識経験者 12 人、消費者 4 人 
事業者 4 人  計 20 人で構成 

 
あっせん・調停部会 

   あっせん・調停部会 
 
 

訴訟援助部会 

２ 訴訟援助 31 条 
（不調の通知） 

訴訟援助の申込①             意見を聴く② 

消費者  知 事  

訴訟援助の決定④                 意 見 ③ 

紛 

争 

処 

理 

 
◎あっせん 
◎調 停 

 
 

訴訟提起 応訴 
・訴訟資金の貸付 
・資料提供等 

  

 裁判所     

訴
訟
援
助 

◎訴訟援助の適否 
◎援助の範囲等 

不
調 

解
決 



平成 15 年 5 月 13 日 
 生 活 文 化 局 

 

不 当 請 求 に 関 す る 相 談 が 急 増 

－平成 14 年度消費生活相談概要東京都受付分から－ 
 

東京都消費生活総合センターでは、都及び区市町村の消費生活センター等に寄せられた
１年間の消費生活相談をまとめ、都民に情報提供することにより、消費者被害の未然・拡
大防止に努めております。 
今回、東京都受付分（東京都消費生活総合センター）の平成１４年度における消費生活

相談概要（速報版）について次のようにまとめましたのでお知らせいたします。 
 
 
（主な特徴） 
 

１ 東京都受付相談件数は３０，５５８件、役務（サービス）の相談が続伸、２０
代、３０代の若い世代からの相談が多い 

   
２ 「不当請求」に関する相談が前年度の 1.3 倍 
（１）電話情報提供サービスに関する不当請求 1,861 件 

＊ 「携帯電話で無料の出会い系サイトを利用したら高額の請求がきた」、「使った 
覚えがないのにツーショットダイヤル利用の請求メールがきた」など 

（２）国際電話に関する不当請求 680 件 
  ＊「インターネットを利用中に突然海外につながり国際電話料金を請求された」など  

（３）フリーローン・サラ金に関する不当請求 360 件 
＊ 「全く覚えのない返済請求通知が届いた」、「１万円が勝手に口座に振り込まれ 2万

円返せと脅されている」など 
 

３ 「インターネット」に関する相談も続伸。５年間で７倍 
 
４ いわゆる「ヤミ金融」に関する相談が急増 

 
５ その他「外国語・会話教室」「海外旅行代理」などの倒産に関する相談が増加 
 
                    （詳細は別紙をご覧ください。） 

 
 
 
 

【問い合わせ先】    東京都消費生活総合センター相談課  
              電 話 ０３－３２３５－１２５８ 
 



別 紙 
平成１４年度消費生活相談概要（東京都受付分） 
 
１ 都受付相談件数は「30,558」件、対前年度１．９％の減少。役務(サービス)相談の割合が続伸し

ている。 

【表１】 消費生活相談件数の推移 

  平成 10 年度 平成 11 年度 平成 12 年度 平成 13 年度 平成 14 年度 

全相談件数 30,144  30,173  31,285  31,165 30,558  
商品相談 13,187  13,032  12,838  12,015  10,333  
役務相談 15,558  15,844  17,275  18,347  19,540  
他の相談 1,399  1,297  1,172  803  685  
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商品相談

 
 
２ 契約当事者は男性、女性ほぼ同じ割合。(表 2)年齢層は 20 歳代、30 歳代が半数を占める。(表 3）

【表２】　契約当事者の性別別相談件数

男性;
12,290 ;

40%

女性;
12,522 ;

41%

団体; 789 ;
3%

不明等;
4,957 ; 16%

【表3】契約当事者年代別相談件数

19歳以下;
1,048 ; 3%

20歳代; 6,608
; 22%

30歳代; 6,990
; 23%

40歳代; 4,070
; 13%

50歳代; 3,033
; 10%

60歳代; 1,700
; 6%

70歳以上;
1,286 ; 4%

団体・不明;
5,823 ; 19%

 
 
３ 「不当請求」に関する相談が前年度の１．３倍に 

  キーワード別に見ると「不当請求」に関する相談の増加が目立つ。（表 4）内訳としては、「電話

情報提供サービス」「国際電話」「フリーローン・サラ金」についての苦情が多く７割を超してい

る。(表 5)  

   



【表４】キーワード上位１０ 
順位   14 年度 13 年度 対前年比 

1 解約 5,409 6,035 89.6% 
2 不当請求 3,990 3,025 131.9% 
3 高価格・料金 3,095 3,277 94.4% 
4 返金 2,758 2,277 121.1% 
5 信用性 2,726 3,664 74.4% 
6 ｲﾝﾀｰﾈﾂﾄ 2,509 1,829 137.2% 
7 ｸｰﾘﾝｸﾞｵﾌ 2,255 2,957 76.3% 
8 電話勧誘 2,176 1,851 117.6% 
9 約束不履行 2,147 2,167 99.1% 

10 ｸﾚｰﾑ処理 2,076 2,009 103.3% 
 ＊１相談に複数のキーワードを付与している。 

【表５】不当請求相談内訳

国際電話; 17%

ﾌﾘｰﾛｰﾝ・ｻﾗ金; 9%

賃貸ｱﾊﾟｰﾄ; 6%

雑誌; 2%

商品一般; 1%

その他; 15%

ｵﾝﾗｲﾝ情報
ｻｰﾋﾞｽ; 4%

電話情報提供
ｻｰﾋﾞｽ; 46%

 
４ 「インターネット」に関する相談が続伸 

「インターネット」に関する相談は、この 5 年間で 7 倍と引き続き増加が顕著である。(表 6)内容

としては、「パソコンのメールに覚えのないアダルトサイトの利用料金の請求がきた。」など。 

【表６】インターネットに関する相談件数の推移（単位：件）   
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５ いわゆる「ヤミ金融」に関する相談が前年度の 15倍に 

  フリーローン・サラ金に関する相談のうち、いわゆる「ヤミ金融」に関する相談が前年度の 15 倍

に増加している。(表 7)この傾向は平成 14 年度後半から顕著になっている。（表 8） 

       

【表７】ヤミ金融相談件数                  【表８】「ヤミ金融」月別相談件数の推移 
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ﾌﾘｰﾛｰﾝ・ｻﾗ金
上記のうちﾔﾐ金融

  
６ その他増加が目立った相談は 

前年度に比べて増加が目立った相談は、「外国語・会話教室」（+99.1%  323 件→643 件）「海外

旅行代理」（+210.7%  103 件→320 件）で、増加の要因としては事業者の倒産によるものが大きいと

思われる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

13 年度 14 年度 

34 件 531 件 

(100) (1561) 

（上段：相談件数 下段：指数値） 


